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研究成果の概要（和文）：近時の日本の司法制度改革は、経済のグローバル化に応じた効率的な

司法の実現や、法化した社会における人権救済の強化、市民の一層の司法参加といった、機能

的要請との関係で説明される側面以外に、自律的・安定的・均衡的に発展してきた「制度」が

歴史的展開過程において当該均衡を破綻させて大きく変化する瞬間を迎えることを指して新制

度派歴史社会学がいう「断絶均衡」としての側面を有している。また、そうした歴史的コンテ

クストは「法文化」によって規定されている。

研究成果の概要（英文）：Contemporary Judicial System Reform in Japan may be taken as a
‘punctuated equilibrium’ of the System from the perspective of New Institutionalism. The perspective
enables us to see other aspect of the Reform than functional activation of judiciary in the globalizing
world. The historical development and punctuation of the Judiciary Institutions is also defined by the
legal culture of Japan.
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１．研究開始当初の背景

（1）1990 年代後半から本格化し、全面的で
大胆な改革が矢継ぎ早に進んでいる、日本の
司法制度改革をめぐっては、当初から、経済
のグローバル化に対応した効率的で能動的
な司法の実現や、法化社会における人権救済

の強化、市民の司法参加の促進といった、社
会からなされる司法への機能的要請の文脈
で語られ続けてきた。すなわち、社会が司法
制度に対して求める役割の変化が、司法制度
改革を実現させているという議論である。

（2）そうした機能主義的な説明は無論誤り
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ではないが、司法制度のように、自律的なシ
ステムとして安定的に作動してきた制度の
「改革」ないし変化の実相を捉えるには十分
ではない。社会の変化（による司法に対する
期待の変化）がそのまま司法制度の態様の変
化に直結するわけではないからである。制度
が制度として存立してきたことの結果とし
て、社会変動の制度改革への反映には一定の
バイアスがかかることになる。

（3）明治期以来、まがりなりにも自律性を
確保してきた日本の司法制度が、平成の現在
大きな変革期を迎えているとしたら、それは
どのようなものか、その実相を機能主義とは
異なる視角から捉える必要があると考えた。
そして、海外共同研究者である、ルーヴァ
ン・カトリック大学（ベルギー）のディミト
リ・ヴァンオーヴェルベケ教授とイェルン・
マースヒャルク教授らの研究に示唆を受け
て、新制度派歴史社会学の視角を採用するこ
とに思い至った。

２．研究の目的

（1）まず、新制度派歴史社会学の理論枠組
みを洗練させて、司法制度改革の法社会学に
利用できる形にする。また、一般的に「制度」
を扱った当該理論が、日本の司法制度を包摂
するのに適切かの検証が同時に行われる必
要がある。

（2）次に、司法制度の大変革という歴史的
に希有な事象について、時間的・空間的制約
を超えた普遍的な分析枠組みを得るため、比
較法社会学的研究を行う。我々の問題設定に
大きな示唆をあたえてくれた、ヴァンオーヴ
ェルベケ教授らが当時展開していた現代ベ
ルギーの司法制度改革（こちらは主として刑
事法改革）研究との連携を目指す。

（3）（1）と（2）をふまえて、現代日本の司
法制度改革について、その実相を記述、解明
する。

３．研究の方法

（1）まず新制度派比較歴史社会学の理論枠
組みの構築を行う。そのために、内外の関連
理論を渉猟し、研究メンバーの協働により、
理論的な検討を行う。

（2）同時に、日本とベルギーそれぞれの司
法制度改革の具体的な展開を、「司法制度改
革」が本格化した 1990 年代以降ではなく、
近代司法制度が構築された 19 世紀以降のス
パンで解明する。その際には、研究メンバー
（含海外共同研究者）がかねてより注目して

きた、陪審・参審・裁判員制度（市民の司法
参加）、調停制度（ADR 制度）、弁護士役務（含
準法曹役務）、裁判官キャリア制度といった
具体的な制度につき、それぞれ歴史的な構築
と変容の過程を詳細に追う。

（3）（1）で構築した理論的視角に基づいて、
（2）で明らかにした日本、ベルギー両国に
おける歴史発展を、比較しつつ分析する。そ
のために、日本とベルギー側共同研究者が一
堂に会しての検討会ならびにシンポジウム
を開催する。

４．研究成果

（1）まず理論的な成果としては次のことが
指摘できる。
① 新制度派理論そのものについて新しい
知見を提起するには至らなかったが、元々経
済学分野で発展してきた当該理論が、司法制
度という法制度の中核にある制度の歴史発
展を把握する上でも相当有効であることが
確認できた。すなわち、新制度派理論におけ
る「制度」概念は、司法制度のように自律的
な制度として自己組織性を備え、制度外的な
社会変動の影響が直接的には反映されてい
ない場合にこそ、妥当するということである。
とりわけ制度が均衡的に発展し、歴史的蓄積
に依存しながら、その発展上に現在の姿を示
しているという、言うなれば長期的「慣性」
運動の事態は、新制度派が最もよく記述でき
るところである。そして、日本もベルギーも
20 世紀末までは、まさにそのような司法制度
の均衡的発展を遂げてきたと言える。もちろ
ん、第２次大戦前後での断絶といった問題は
あるが、キャリア裁判官制度、乏しい市民参
加、ADR の重用、弁護士の限定的な職域とい
った特性は、戦前から戦後まで一貫して制度
的特徴として維持されてきた。
② 加えて、20 世紀後半からの司法制度改革
の急展開という短期的変動をも、新制度派理
論はうまく包摂できる。すなわち、「断絶平
衡」（punctuated equilibrium）としての短期集
中的改革過程という理解が可能であるとい
うことである。長期的に安定して進化してき
た制度がある時期に急激に変化する事態を
とらえるこの概念は、司法制度に対する機能
的要請の変化という外部的要因による変動
とは異なる側面を、かつまさにその急激さに
おいて、把握することを可能にする。
③ 他方、新制度派的な制度展開記述は、い
わゆる社会システム論による記述に似て、変
化の動因の説明においても、制度の安定性の
説明においても、ややトートロジーないし循
環論的性格を持ってしまうという限界があ
ることも確認できた。すなわち、状況の記述
としては妥当でも、なぜそうなっているのか



という因果連関の解明という社会科学のも
う１つの課題にとっては、そうなるべくして
そうなったとしか言えず、そうなるべくして
そうなることこそ制度が制度であることの
証左であると言うことしかできない。この点
では、たとえば、アメリカ主導の経済のグロ
ーバル化の中で生き残りを図る経済アクタ
ーが行政による事前規制より司法による事
後処理を選好するようになったので司法制
度への期待が高まり改革が進んだといった
ような、既存の説明のほうが明快ではある。
逆に言えば、そうした「わかりやすい」説明
では捉えきれない制度の実相を把握する理
論であるとも言える。

（2）司法制度改革の歴史的展開については、
メンバーそれぞれで分担して、多様な側面か
ら資料の収集と分析を行った。
① 日本における陪審・参審・裁判員制度、
すなわち市民の司法参加の制度については、
戦前の陪審制度の運用停止と今次の裁判員
制度の導入との間の断絶（裁判員制度の新奇
性）がしばしば強調されるが、むしろ、連続
性にこそ目を向けることが重要であること
がわかった。加えて、戦前の陪審制度よりさ
らに遡った時代に、一種の陪審制的な仕組み
が構想されて、現在展開されている種々の議
論を先取りするような議論が行われていた
ことが史料によって解明された。こうした歴
史的討議の蓄積の上に、現在の裁判員制度導
入があるということに注目する必要がある。
同時に、そのような歴史的基層の存在が示唆
するのは、いわゆる「司法制度」が決して一
枚岩ではなく、自律的な制度として存立しつ
つも内部に多様性、多層性を包含した制度と
して、発展してきているということである。
この点の理論的解明は今後の課題として残
された。
② 法曹増員、準法曹の活用、弁護士の職域
の拡大（大規模ローファームの出現）といっ
た、司法制度改革の要の１つについても、ア
メリカからの外圧とか経済環境の変化と一
義的に結合させて理解するのではなく、法曹
制度そのものの明治期における導入からひ
もとくことで、新しい側面を解明することが
できた。むしろ、経済環境と密接に関係した
目新しく華々しい変化に目を奪われるあま
り、日本の司法制度が基層から内包してきた
社会内周縁性が依然として克服されていな
いどころか、いわゆる弁護士過疎問題と法曹
内格差拡大問題とを通じて、増幅しかねない
側面を有していることが見えにくくされて
いることが、明らかにされた。そうした問題
が生じるのは、単に一部法曹が経済エリート
と結託して財を独占しはじめたからではな
く、法曹の存在理由、社会的価値をめぐる位
置づけが明治期から一貫してあるバイアス

を持っていること（非経済的＝公益的価値の
偏重と、少数エリートというステータス付与
による公益奉仕正当化、さらには在野法曹と
しての社会における周縁化）の延長で起こっ
ているのである。
③ 裁判官キャリア制度は、明治期以来一貫
して変わらない日本の司法の制度的特徴を
なしている。いわゆる法曹一元制度の導入の
失敗（法曹一元制度批判の勝利）の歴史を通
じて、司法制度内制度としての裁判所制度が
いかなる自律性と自閉性を固持してきたか
が、あらためて確認された。さらに、裁判官
の経歴情報を詳細に読み解くことで、最高裁
事務総局による一元的官僚制的支配がイデ
オロギー的に批判される裁判官キャリアの、
具体的様相を実証的に解明した。事務総局の
政治的意図による一義的支配というよりは、
制度そのものの存立を維持するために合理
的に構築された、人事論理の存在が明らかに
できたように思われる。
④ 調停をはじめとする ADR 制度について
も、戦前の小作調停から、戦後の公害調停、
さらには現下の ADR 基本法導入による ADR
の百花繚乱に至るまで、多様な展開が見られ、
かつ現在の状況の新奇性がしばしば強調さ
れるのに対し、アメリカの理論を輸入してな
されるいわゆる ADR 論の華やかさとはうら
はらに、小作調停制度以来一貫してきた制度
的特徴に注目する必要性が改めて確認され
た。一方で政府による人民統制の手段として、
他方で、効率的で安価な紛争処理手段として、
結局は機能主義的に語られがちだった ADR
（調停）制度の、日本の司法制度における位
置づけを知るには、法文化もふまえた、制度
史的知見が不可欠であることを確認し、知ら
れざる歴史史料から、小作調停や借家紛争調
停などを中心に、既存の議論では捉えきれな
い微細な特徴を解明した。
⑤ 以上の分析にあたっては、比較対象とし
てベルギーの制度や議論が随時参照され、共
同研究者であるヴァンオーヴェルベケ教授
と密な意見・情報交換を行ったが、ベルギー
そのものについての研究を行ったわけでは
なく、５.で挙げる業績にもそのようなもの
は含まれていない。

（3）研究開始当初、必ずしも明確に意識し
ていたわけではないが、新制度派的制度理解
に沿って司法制度の変容過程をたどるうち
に、改めて、当該過程を根源的に規定するも
のとしての法文化の重要性が問題として浮
き上がることになった。いわば本研究の総括
と今後の展開への基礎として、手垢にまみれ
た観があり、それゆえに賛否両論かまびすし
い法文化論をどうリニューアルするかが、次
なる理論的課題として意識されることにな
った。十分に展開する時間は残されていなか



ったが、次の２点の成果を指摘しておきたい。
① まず最終年度末に、予定通り、本研究プ
ロジェクトの総括シンポジウムを、ベルギー
のルーヴァン・カトリック大学で行ったが、
共同研究者のヴァンオーヴェルベケ教授と
協議の上、タイトルを、Legal Reform and the
Role of Judiciary: Revisiting Japanese
Exceptionalism from an European Perspective と
した。副題が示すように、かつての法文化論
の一端をなしていた日本特殊論を俎上にあ
げて、そうした本質主義的で決定論的な古い
文化論を、いかに現代の制度を理解するため
の新しい理論として再構成できるか、David
Nelken 教授など著名な法文化研究者も招聘
して議論した。法文化をめぐるネルケン、コ
トレル、フリードマンら、英米の法社会学者
の論争についてもレビューした。
② これら議論において、研究代表者（尾崎）
は、いわば今後の研究の出発点の確認も兼ね
て、法文化に関する以下のような知見を研究
成果として表明した。すなわち、まず、経験
科学として因果連関を解明するという社会
科学の１つの要請に過度に囚われるあまり、
法文化を訴訟率の規定因子というように狭
く捉えたり、そもそも測定、検証ができない
文化概念など無用の長物であるとしたりす
る既存の学者の態度は生産的ではない。また、
日本の低訴訟率の原因をめぐる、いわゆる文
化説対制度説という問題構成に現れている
ような、文化と制度とを対置する理解も適切
ではない。そもそも文化とは、なにかを規定
する独立変数として存在する一個の存在で
はなく、社会が「有意味な体験と行為の場」
（ニクラス・ルーマン）として生成し存立す
るのに不可欠な有意味で秩序だった相互行
為（コミュニケーション）を可能にする基本
的な意味の枠組みとして、社会の生成と同時
に構築され再生産されているものなのであ
る。文化は、確かに不変の本質などではない。
しかし、一定の安定性を有してもいる。なぜ
なら、あまりに速い意味の枠組みの変化は、
私たちの生活、私たちの相互行為を事実上不
可能にするからである。文化は、教育を通じ
て世代から世代へと、相互行為を通じて個人
から個人へと、受け継がれていく。歴史のあ
る時点で、私たちは「私たちの文化」をあた
かも不変の実体であるかのように捉え語っ
てしまいがちであるが、むしろ、歴史の展開
の中で、すなわち時間的次元において、文化
を捉えることが必要である。文化は意味の基
本枠組みとして作動すると同時に、再生産さ
れ続ける。そのメカニズムとダイナミズムを
理解しておく必要がある。社会が急速な変革
期にあるならば、一層そうした理解の必要性
は高くなる。そして、そのような「文化」は、
行為、制度、イデオロギー（思想）という３
つの異なる次元において、具現し、再生産さ

れていることが重要である。これら３つの次
元は相互に整合し、かつ循環的に規定し合う
関係にある。例えば、一定の行為は一定の制
度の枠組みに沿って行われる。そうした行為
がなされるから制度は安定的に存立する。こ
うした行為と制度の関係は、一定のイデオロ
ギーによって正当化され、説明される。逆に
そのイデオロギーは、当該行為や制度の態様
により、追認され再生産される。こうした３
つの次元を取り結ぶ循環的な関係を通じて、
全体として、有意味で理解可能な社会生活の
基本枠組みとしての文化が構築され、作動し
ているのである。このように捉え直すことで、
あらためて、現代の司法制度改革との関連に
おいて、日本の「法文化」を問い直すことの
意味が理解できる。それは、「法嫌い」とか
「訴訟嫌い」といった本質主義的、決定論的
言明を行うことでは全くない。表面的な改革
が進行し、道具的な法使用が蔓延しつつある
（その意味で、見た目には「法嫌い」が克服
されつつあるかにみえる）日本社会において、
法使用行動や司法制度そのものがどのよう
に意味づけられ了解されているかを問い直
すということである。そうすると、川島武宜
が 60 年代の日本社会について指摘した法と
人々の意識との乖離に象徴的に現れている
法と社会の根本的なズレという文化的枠組
みがあるからこそ、いまなお法は道具的に用
いられるにとどまっているという解釈も可
能になるかも知れない。これは今後の課題で
ある。
③ この知見は、本研究が、ここ 10 年あま
りの司法制度改革を理解するのに、歴史的ス
パンを比較的長くとって、近代司法制度の歴
史展開について省察するという一見すると
迂遠な手法をとったことで、得られたもので
ある。変化する社会にあってその文化を語る
というのは、決して不変、生得のなにかを決
定論的、自己満足的、自己正当化的に語るこ
とではない。それは、歴史の展開の中で自社
会が示している有り様を、行為、制度、思想
の各次元にわたって、根源的に自省し、批判
し、将来を見通していく作業なのである。

（4）以上のような研究成果は、比較歴史社
会学的な手法を用いた基礎研究の成果とし
て、提示されるものである。
① すなわち、本研究は、司法制度改革をめ
ぐる喫緊の課題に即答する実践的課題を扱
ったものではなく、徹底的に歴史的な文脈の
中で日本の司法制度を捉えようとするもの
である。日本の法社会学は、司法制度改革が
本格化して以来もっぱら現代的で実践的な
課題に目を奪われ、基礎研究としての複眼的
で幅広い視野を自ら放棄してきたように思
われる。そのような状況において、あえて、
制度そのものを省察する手法をとったこと



は、逆に、かつて豊穣な成果をあげた法社会
学の遺産を、かろうじて次代に継承するため
の礎になれたのでないかと考えている。実践
的で道具的な法理解に根ざした制度改革論
議が席巻しているというのは、日本以外の国
でも同様であり、私たちが行った基礎研究は、
その意味で、世界の法学界に対してあるメッ
セージを発するものでもある。
② 今後の展開として、先に述べたような法
文化の問題を意識しつつ、いったん議論を市
民による司法参加に絞って、参加経験者に対
するインタビューにより、市民による司法制
度理解の意味構成を実証的に解明すること
にした。歴史社会学的アプローチとは異なり、
社会調査による研究であるが、あくまでも、
司法制度の位置づけ、その正統性の意味構成
を解明するというスタンスに揺らぎはない。
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